
 
 

 

 

 

 

 

 

 

分譲マンション管理に関する必要な市の各種情報やサービスを適切に提供することなど

により、安心して暮らし続けられる居住環境の形成を目指すため、マンション管理組合等

からの申請（マンション名、所在地、住宅戸数、連絡窓口等）に基づき、登録させていた

だいたマンションに、５つの支援メニューを提供いたします。 

※管理組合から提供された情報は、個人情報の保護に努め、統計調査や市等からの情報提供及び

刊行物の配布等のみに利用し、管理組合の同意なしに目的外に利用することはありません。 

※従来の制度（マンション管理組合登録制度）に登録している管理組合様につきましては、登録

している内容が、自動的に新制度に引き継がれます。 
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マ ン シ ョ ン 
 

管 理 組 合 
川 崎 市 

・川崎市マンション便り（年 2回の定期発行） 

・マンション管理組合交流会（マンションの 

管理に必要な情報交換の場として開催） 

・相談員・講師等の派遣 

・マンション段差解消工事等費用助成 

・管理組合の運営、修繕等に関する 

マンション管理アドバイザー派遣 

川崎市マンション管理組合 

登録・支援制度のご案内（登録無料） 
 

・マンション管理組合の登録 

・管理情報などアンケート調査等の協力 

 

令和６年 1月 



登録申請の手続きの流れ 
本制度の登録申請を行う場合は、必要書類を川崎市まちづくり局住宅整備推進課に  

ご提出ください。 

 
① 川崎市マンション管理組合登録申請書の提出 
 申請は、窓口の他、郵送、ＦＡＸ、電子申請フォームでも受

け付けています。 
【第１号様式】の申請書と併せて、【第２号様式】「マンション

管理組合登録情報確認票」もご提出願います。 
 理事長であることを確認できる書類（総会等の議事録）を必

ず添付してください。 

 
 
 
 
 
 

※川崎市からの連絡は、原則としてご記入いただいた「連絡先」

に行いますので、忘れずにご記入ください。 

（「連絡先」は理事長以外の方でも構いません）。 

 

② 登録完了のご連絡 
 申請書の受理後、登録番号等を通知させていただきます。 
登録完了のご連絡は、時間がかかる場合がありますのでご了

承ください。 
※登録完了後、理事長名など申請内容に変更が生じたときは、

「【第３号様式】川崎市マンション管理組合登録変更申請書」

を提出してください。 

 
 
 

様々な支援メニューが利用可能に！ 
 

 
 
 
 

 

管理組合 
登録申請 

管理組合 
登録済通知 

川崎市ホームページにて、申請書様式等を掲載しております。

http://www.city.kawasaki.jp/500/page/0000113133.html 

【提出書類リスト】 

 □【第１号様式】川崎市マンション管理組合登録申請書 

 □【第２号様式】マンション管理組合登録情報確認票 

 □ 総会等の議事録（理事長名を確認できる書類） 



本制度についての問合せ・申請窓口 
〒210－8577  川崎市川崎区宮本町１番地  

川崎市 まちづくり局 住宅整備推進課（本庁舎１８階） 

電話：０４４－２００－２９９６ ＦＡＸ：０４４－２００－３９７０ 

E-mail：50zyusei@city.kawasaki.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※マンション内の子育て世帯、高齢者世帯等を対象とした「相談員・講師等の派遣」と「マンシ

ョン段差解消工事等費用助成制度」については、別途、利用上の条件がございますので、ご利用

を希望する際には、事前に川崎市ホームページでご確認いただくか、上記問合せ・申請窓口にお

問い合わせください。 

 

※「管理組合の運営、修繕等に関するマンション管理アドバイザー派遣」については、川崎市住

宅供給公社が運営しているハウジングサロンの「マンション管理相談（無料）」により実施してお

りますので、詳細については、以下にお問い合わせください。 

 

 

〒213－0053  

川崎市中原区上小田中６－３４－２４ 

スターブル中原１階 

電  話：０４４－８７４－０１８０ 

受付時間：火～土曜日 

９時～１２時・１３時～１６時 



川崎市マンション管理組合登録・支援制度要綱（抜粋） 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内に所在するマンション管理組合を市に登録することにより、マンション管理に関する必要な情報を提供し適正管理

を図るとともに、マンションの特性から行政情報が届きにくい居住者等に対して、市の各種情報やサービスを適切に提供すること等により、

誰もが安心して暮らし続けられる居住環境の形成を目指す。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) マンション 建物の区分所有等に関する法律（以下「区分所有法」という。）に規定する区分所有された建築物で、区分所有者の住居

の用に供する部分を有するものをいう。 

(2) 管理組合 区分所有法第３条及び第６５条に規定する区分所有者の団体をいう。 

(3) 管理者等 マンションの管理の適正化の推進に関する法律第２条第４号に規定する管理者等をいう。 

（登録） 

第３条 市内に所在するマンションの管理組合は、市長の登録を受けることができる。 

 （登録申請） 

第４条 登録を受けようとする管理組合の管理者等は、川崎市マンション管理組合登録申請書（第１号様式）に登録情報確認票（第２号様式）

及び管理者等を確認できる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、登録申請を川崎市が提供する電子申請フォームにより行うときは、第１号様式及び第２号様式の提出に代えて、

第１号様式及び第２号様式の内容をフォームに入力することにより行うことができる。 

 （登録の要件等） 

第５条 市長は、第４条の規定の基づく登録申請が次の各号に掲げる要件に適合するときは、その登録をするものとする。 

(1) マンションの所在地が市内であること。 

 (2) 管理組合が、第６条の規定に基づき市長が登録情報（次項に基づき市長が管理組合登録簿に記載した情報をいう。以下同じ。）を活用

することを承諾すること。 

２ 前項の登録は、次に揚げる事項を管理組合登録簿に記載してするものとする。 

(1) 川崎市マンション管理組合登録申請書（第1号様式）及び登録情報確認票（第２号様式）に記載された事項 

(2) 登録年月日及び登録番号 

 （登録情報の活用） 

第６条 市長は、登録情報を次の各号に掲げる業務に活用することができる。 

 (1) マンションの適正管理、改修又は建替えの促進その他マンションにおける良好な居住環境の形成の促進を図るため、第５条第１項の規

定に基づき登録された管理組合（以下「登録管理組合」という。）に対し、法令等の改正や講習会の開催などの情報の提供、職員や専門家

の派遣又は第８条に規定する支援を行うこと。 

(2) 市のマンション施策の企画・立案のための統計データの作成や管理組合等向けの調査を実施すること。 

(3) 市の庁内関係課と登録情報を共有し、庁内関係課が福祉、防災等に関する情報・サービスの提供その他マンション居住者向けの施策を

実施すること。 

２ 市長は、前項に定める業務以外の業務に登録情報を使用してはならない。ただし、登録管理組合の承諾を得た場合はこの限りでない。 

３ 登録情報を第１項に定める業務及び前項ただし書きの承諾を得て行う業務に活用するにあたっては、市長は、個別の登録組合の不利益情

報が特定されないように配慮しなければならない。ただし、登録管理組合の承諾を得た場合はこの限りでない。 

４ 第１項に定める業務及び前項ただし書きの承諾を得て行う業務を第三者に委託又は依頼するにあたっては、市長は当該業務の委託又は依

頼を受けた当該第三者に登録情報を提供することができる。 

５ 市長は、当該第三者が、前項に基づき提供された登録情報を、市長が指定する目的以外の目的に使用することを禁止しなければならない。 

 （登録情報の内容変更、抹消） 

第７条 登録管理組合は、第４条の規定により申請された内容に変更が生じた場合には、川崎市マンション管理組合登録変更申請書（第３号

様式）を市長に提出するものとする。 

２ 登録管理組合は、第４条の規定により申請された登録を抹消しようとする場合には、川崎市マンション管理組合登録抹消申請書（第４号

様式）を市長に提出するものとする。 

３ 前二項の規定にかかわらず、変更または抹消の申請を川崎市が提供する電子申請フォームにより行うときは、第３号様式または第４号様

式の提出に代えて、第３号様式または第４号様式の内容をフォームに入力することにより行うことができる。 

４ 第１項から第３項に基づく変更または抹消の申請があった場合には、市長は、管理組合登録簿の登録内容を修正し、または抹消する。 

 （登録管理組合への支援） 

第８条 市長は、登録管理組合に対して、予算の範囲内において、分譲マンションの適切な維持管理に必要な情報発信や情報交換の場の提供、

子育て世帯や高齢者世帯等を対象とした相談員・講師等の派遣その他支援を行うことができる。 


